雇用・収支等に関する計画

	事業年度
	計画申請前

事業年度
	事業実施期間

	
	令和２年度
	(事業開始年度)

令和３年度


	令和４年度


	令和５年度


	令和６年度


	令和７年度



	
	（２年４月１日

　　　　～

　３年３月31日）
	（３年４月１日

　　　　～

　４年３月31日）
	（４年４月１日

　　　　～

　５年３月31日）
	（５年４月１日

　　　　～

　６年３月31日）
	（６年４月１日

　　　　～

　７年３月31日）
	（７年４月１日

　　　　～

　８年３月31日）

	
	１　雇用計画

（単位：人）
	市内事務所等の従業者数
	１００
	１８０
	１８０
	３００
	３００
	３００

	
	
	市内常用雇用者数（年度末）
	６５
	１４０
	１４０
	２５０
	２５０
	２５０

	
	２　収支計画

（単位：百万円）
	売上高
	８００
	１，０００
	１，５００
	３，２００
	６，４００
	８，６００

	
	
	経常利益
	１５０
	１５０
	２００
	２５０
	３００
	５００

	３　事務所等の形態
	　■所有　　　　　　　□賃貸　　　　　　　　　　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	４　立地形態
	　■市内新規立地　　　□既存事務所等の規模拡大　　　　□市内移転（移転元住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	５　認定実績
	　■なし（新規事業）　□合併・分割前の法人で実績あり　□譲渡を受けた事業について別法人で実績あり


（記載要領等について）

○　「事業年度」は、該当する年度、期間をそれぞれ記載して下さい。

○　「１　雇用計画」の記載要領は下記のとおりです。

　・「計画申請前」の年度は実績を、それ以降の年度は計画上の人数を記載して下さい。

　・「市内事務所等の従業者数」は、役員（非常勤含む）、社員、出向社員、派遣社員、アルバイト、パートタイマーその他、成長産業事業を実施予定の事務所等以外も含めた、市内の全従業者数を記載して下さい。

　　・「市内常用雇用者数」は年度末における従業者のうち、期間を定めず雇用された雇用保険の被保険者の数を記載して下さい。

○　「２　収支計画」は、法人全体および新たに営もうとする成長産業事業関連の「売上高」「経常利益」の計画を記載して下さい。

　（成長産業事業関連の金額については、法人全体の金額から内訳を算出可能な場合、必ず記載をお願いいたします。）

○　「３　事務所等の形態」「４　立地形態」は、該当するものを選択して下さい。

○　「５　認定実績」は、該当するものを選択して下さい。「合併・分割前の法人で実績あり」または「譲渡を受けた事業について別法人で実績あり」の場合は事業内容によっては、認定を受けられないことがありますので、予めご了承下さい。

○　「６　認定後の公表」は、該当するものを選択して下さい。いずれにも該当しない場合（公表不可の場合）は、認定を受けられないことがありますので、予めご了承下さい。
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